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議  案  第１０３号 

令和 ７年 ９月 ３日 

 

姫路市長  清 元 秀 泰 

 

証人等の実費弁償に関する条例の一部を改正する条例について 

 

証人等の実費弁償に関する条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

証人等の実費弁償に関する条例の一部を改正する条例 

証人等の実費弁償に関する条例（昭和２８年姫路市条例第３２号）の一部を次のよ

うに改正する。 

第３条の見出しを「（旅費の種目及び額）」に改め、同条第１項中「種類」を「種

目及び額」に、「鉄道賃、船賃、車賃、日当及び宿泊料とする」を「姫路市職員等の

旅費に関する条例（昭和３２年姫路市条例第２４号）に定める職員以外の者に支給す

る旅費の例による」に改め、同条第２項から第５項までを削る。 

第４条及び第５条を削り、第６条を第４条とする。 

  附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和８年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の証人等の実費弁償に関する条例の規定は、この条例の施

行の日以後に出発する旅行について適用し、同日前に出発した旅行については、な

お従前の例による。 
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議  案  第１０４号 

令和 ７年 ９月 ３日 

 

姫路市長  清 元 秀 泰 

 

姫路市職員等の旅費に関する条例の一部を改正する条例について 

 

姫路市職員等の旅費に関する条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

姫路市職員等の旅費に関する条例の一部を改正する条例 

姫路市職員等の旅費に関する条例（昭和３２年姫路市条例第２４号）の一部を次の

ように改正する。 

第１条中「本市職員等（他の法令等に特別の定めがある場合を除く。）」を「特別

職の職員で常勤のもの及び一般職の職員（以下「職員」という。）並びに職員以外の

者」に改め、同条に次の１項を加える。 

２ 市が職員及び職員以外の者に対し支給する旅費に関しては、法令又は他の条例に

特別の定めがある場合を除くほか、この条例の定めるところによる。 

第１６条中「この」を「この条例に定めるもののほか、この」に改め、同条を第２

７条とし、同条の前に次の１条を加える。 

（旅費の返納） 

第２６条 支出命令者は、旅行者がこの条例又はこれに基づく規則の規定に違反して

旅費の支給又は旅費に相当する金額の支払を受けた場合には、当該旅費又は当該金

額を返納させなければならない。 

２ 旅行者がこの条例又はこれに基づく規則の規定に違反して旅費の支給を受けた場

合には、支出命令者は、前項に規定する返納に代えて、その後においてその者に対

し支払う旅費の額から、当該旅費に相当する金額を差し引くことができる。 

第１４条から第１５条の２までを削る。 

第１３条の見出しを「（旅費の特例）」に改め、同条中「同法」を削り、「におい
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ては、前職相当の旅費定額の範囲内において旅費を支給することができる」を「にお

いて、この条例の規定による旅費の支給ができないとき、又はこの条例の規定により

支給する旅費が労働基準法第１５条第３項又は第６４条の規定による旅費に満たない

ときは、当該職員に対して、これらの規定による旅費に相当する金額又はその満たな

い部分に相当する金額を旅費として支給するものとする」に改め、同条を第２５条と

する。 

第１２条を削る。 

第１１条第１項中「市の交通用具を使用して旅行した」を「出張命令権者は、旅行

者が市以外の者から旅費の支給を受ける」に、「当該旅行」を「旅行」に改め、「事

情」の次に「により」を加え、「性質により、」を「性質上」に改め、「（これに相

当するものを含む。以下この条において同じ。）」を削り、「、著しく」を「不当に

」に改め、「で規則で定めるとき」及び「規則で定めるところにより」を削り、同条

第２項中「この」を「出張命令権者は、旅行者がこの」に改め、「と市長が認める」

を削り、「国家公務員等の旅費に関する法律（昭和２５年法律第１１４号）の規定の

例に準じて市長が」を「市長に協議して」に改め、同条を第２４条とし、同条の前に

次の１０条を加える。 

（包括宿泊費） 

第１４条 包括宿泊費は、移動及び宿泊に対する一体の対価として支払われる費用と

し、その額は当該移動に係る第９条から第１２条までの規定による交通費の額及び

当該宿泊に係る宿泊費基準額の合計額とする。 

（宿泊手当） 

第１５条 宿泊手当は、宿泊を伴う旅行に必要な諸雑費に充てるための費用とし、そ

の額は、通常要する費用の額を勘案して規則で定める１夜当たりの定額とする。 

（赴任のための旅費） 

第１６条 新たに採用された者又は転任を命ぜられた者が赴任する場合で、市長が特

に必要と認めるときは、その者に対し、転居費、着後滞在費及び家族移転費を支給

することができる。 

（転居費） 
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第１７条 転居費は、赴任に伴う転居に要する費用（第１９条第１項第１号又は第２

号に規定する場合の家族の転居に要する費用を含む。）とし、その額は、転居の実

態を勘案して規則で定める方法により算定される額とする。 

（着後滞在費） 

第１８条 着後滞在費は、赴任に伴う転居に必要な滞在に係る費用とし、その額は、

５夜分を限度として、現に宿泊した夜数に係る宿泊費及び宿泊手当の合計額に相当

する額とする。 

（家族移転費） 

第１９条 家族移転費は、赴任に伴う家族の移転に要する費用とし、その額は、次に

掲げる額とする。 

⑴ 赴任の際家族（赴任を命ぜられた日において同居している者に限る。以下この

号及び次号において同じ。）を職員の新居住地に移転する場合には、家族１人ご

とに、職員がその移転をするものとして算定した交通費、宿泊費、包括宿泊費、

宿泊手当及び着後滞在費の合計額に相当する額 

⑵ 前号に規定する場合に該当せず、かつ、赴任を命ぜられた日の翌日から１年以

内に家族を職員の居住地（赴任後家族を移転するまでの間に更に赴任があった場

合には、当該赴任後における職員の新居住地）に移転する場合には、同号の規定

に準じて算定した額 

２ 出張命令権者は、公務上の必要又は天災その他やむを得ない事情がある場合には

、前項第２号に規定する期間を延長することができる。 

（外国旅行の旅費） 

第２０条 第６条、第７条、第９条から前条まで及び第２３条の規定にかかわらず、

本邦と外国との間における旅行及び外国における旅行に対して支給する旅費につい

ては、国家公務員等の旅費に関する法律（昭和２５年法律第１１４号）の規定の例

に準じて市長が定める。 

（退職者等の旅費） 

第２１条 第３条第２項第１号の規定により支給する旅費は、退職等の日の翌日から

３月以内における当該退職等に伴う旅行について、出張又は赴任の例に準じて規則
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で定めるものとする。 

２ 前項の場合において、退職等となった職員が家族を移転するときは、同項に規定

する旅費に、転居費のうち家族の転居に要する費用及び家族移転費に相当するもの

を加えるものとする。 

３ 出張命令権者は、天災その他やむを得ない事情がある場合には、第１項に規定す

る期間を延長することができる。 

（遺族等の旅費） 

第２２条 第３条第２項第２号又は第３号の規定により支給する旅費は、出張又は赴

任の例に準じて規則で定めるものとする。 

（旅費の支給額の上限） 

第２３条 鉄道賃、船賃、航空賃及びその他の交通費（家族移転費のうちこれらに相

当する部分を含む。）に係る旅費の支給額は、第９条第１項各号、第１０条第１項

各号、第１１条第１項各号及び第１２条各号に掲げる各費用について、当該各条及

び第７条の規定により計算した額と現に支払った額を比較し、当該各費用ごとのい

ずれか少ない額を合計した額とする。 

２ 宿泊費、包括宿泊費、転居費、着後滞在費（宿泊手当に相当する部分を除く。）

及び家族移転費（宿泊手当に相当する部分を除く。）に係る旅費の支給額は、当該

各種目について第７条、第１３条、第１４条及び第１７条から第１９条までの規定

により計算した額と現に支払った額を比較し、当該各種目ごとのいずれか少ない額

を合計した額とする。 

第８条から第１０条までを削る。 

第７条の見出しを「（宿泊費）」に改め、同条第１項中「宿泊料」を「宿泊費」に

、「夜数に応じ、別表に定める１夜当りの定額により支給する」を「宿泊に要する費

用とし、その額は、地域の実情及び別表に定める旅行者の職務を勘案して規則で定め

る額（次条において「宿泊費基準額」という。）とする」に改め、同項に次のただし

書を加える。 

ただし、当該宿泊に係る特別な事情がある場合として規則で定める場合は、当該

宿泊に要する費用の額とする。 
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第７条第２項及び第３項を削り、同条を第１３条とする。 

第６条を削る。 

第５条の見出しを「（その他の交通費）」に改め、同条本文中「車賃」を「その他

の交通費」に、「陸路（鉄道を除く。以下同じ。）の旅行について、路程に応じ、定

期的に一般旅客営業を行っているバス、軌道、ケーブルカー等の交通機関の運賃によ

り支給する」を「鉄道、船舶及び航空機以外を利用する移動に要する費用とし、その

額は、次に掲げる費用（第２号から第４号までに掲げる費用は、公務のため特に必要

とするものに限る。）の額の合計額とする」に改め、同条ただし書を削り、同条に次

の各号を加える。 

⑴ 道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）第３条第１号イに掲げる一般乗合旅

客自動車運送事業（路線を定めて定期に運行する自動車により乗合旅客の運送を

行うものに限る。）の用に供する自動車を利用する移動に要する運賃 

⑵ 道路運送法第３条第１号ハに掲げる一般乗用旅客自動車運送事業の用に供する

自動車その他の旅客を運送する交通手段（前号に規定する自動車を除く。）を利

用する移動に要する運賃 

⑶ 前２号に掲げる運賃以外の費用であって、道路運送法第８０条第１項の許可を

受けて業として有償で貸し渡す自家用自動車の賃料その他の移動に直接要する費

用 

⑷ 前３号に掲げる費用に付随する費用 

第５条を第１２条とする。 

第４条の２第１項中「航空旅行について、路程に応じ、その搭乗に要する旅客運賃

により支給する」を「航空機（航空法（昭和２７年法律第２３１号）第２条第１８項

に規定する航空運送事業の用に供する航空機その他規則で定めるものをいう。次項及

び次条において同じ。）を利用する移動に要する費用とし、その額は、次に掲げる費

用（第２号及び第３号に掲げる費用は、第１号に掲げる運賃に加えて別に支払うもの

であって、公務のため特に必要とするものに限る。）の額の合計額とする」に改め、

同項に次の各号を加える。 

⑴ 運賃 
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⑵ 座席指定料金 

⑶ 前２号に掲げる費用に付随する費用 

第４条の２第２項中「前項に規定する航空賃は、規則で定める場合で公務上必要な

場合に限り支給するもの」を「前項第１号に掲げる運賃の額の上限は、運賃の等級が

区分された航空機により移動する場合には、最下級の運賃の額」に改め、同条を第１

１条とする。 

第４条第１項中「水路旅行について、次の各号に規定する旅客運賃（はしけ賃及び

さん橋賃を含む。以下この条において「運賃」という。）及び寝台料金により支給す

る」を「船舶（海上運送法（昭和２４年法律第１８７号）第２条第２項に規定する船

舶運航事業の用に供する船舶その他規則で定めるものをいう。次項及び第１２条にお

いて同じ。）を利用する移動に要する費用とし、その額は、次に掲げる費用（第２号

から第４号までに掲げる費用は、第１号に掲げる運賃に加えて別に支払うものであっ

て、公務のため特に必要とするものに限る。）の額の合計額とする」に改め、同項第

１号中「運賃の等級を３階級に区分する船舶による旅行の場合には、中級の」を削り

、同項第２号及び第３号を削り、同項第４号中「公務上の必要により別に寝台料金を

必要とした場合には、前各号に規定する運賃のほか、現に支払った」を削り、同号を

同項第２号とし、同項に次の２号を加える。 

⑶ 座席指定料金 

⑷ 前３号に掲げる費用に付随する費用 

第４条第２項中「又は第２号の規定に該当する場合において、同一階級の運賃を更

に２以上に区分する船舶による旅行の場合には、当該各号の運賃は、同一階級内にお

いて市長が定める等級の運賃による」を「に掲げる運賃の額の上限は、運賃の等級が

区分された船舶により移動する場合には、最下級の運賃の額とする」に改め、同条を

第１０条とする。 

第３条第１項中「鉄道旅行について、次の各号に規定する旅客運賃（以下この条に

おいて「運賃」という。）、急行料金及び座席指定料金を支給する」を「鉄道（鉄道

事業法（昭和６１年法律第９２号）第２条第１項に規定する鉄道事業の用に供する鉄

道及び軌道法（大正１０年法律第７６号）第１条第１項に規定する軌道その他規則で
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定めるものをいう。次項及び第１２条において同じ。）を利用する移動に要する費用

とし、その額は、次に掲げる費用（第２号から第５号までに掲げる費用は、第１号に

掲げる運賃に加えて別に支払うものであって、公務のため特に必要とするものに限る

。）の額の合計額とする」に改め、同項第１号中「その乗車に要する」を削り、同項

第２号中「急行料金を徴する列車を運行する線路による旅行の場合には、前号に規定

する運賃のほか、」を削り、同項第３号中「座席指定料金を徴する客車を運行する線

路による旅行の場合には、第１号に規定する運賃及び前号に規定する急行料金のほか

、」を削り、同号を同項第４号とし、同項第２号の次に次の１号を加える。 

⑶ 寝台料金 

第３条第１項に次の１号を加える。 

⑸ 前各号に掲げる費用に付随する費用 

第３条第２項を次のように改める。 

２ 前項第１号に掲げる運賃の額の上限は、運賃の等級が区分された鉄道により移動

する場合には、最下級の運賃の額とする。 

第３条第３項及び第４項を削り、同条を第９条とし、同条の前に次の２条を加える。 

（旅費の計算） 

第７条 旅費は、旅行に要する実費を弁償するためのものとして前条に規定する旅費

の種目並びに第９条から第１５条まで及び第１７条から第１９条までに規定する旅

費の内容に基づき、最も経済的な通常の経路及び方法により旅行した場合によって

計算する。ただし、公務上の必要又は天災その他やむを得ない事情により最も経済

的な通常の経路又は方法により旅行し難い場合には、その現によった経路及び方法

によって計算する。 

（旅費の請求手続） 

第８条 旅費（概算払に係る旅費を含む。）の支給を受けようとする旅行者及び概算

払に係る旅費の支給を受けた旅行者でその精算をしようとするものは、所定の請求

書に必要な資料を添えて、これを当該旅費の支出命令をする支出命令者（以下この

条及び第２６条において「支出命令者」という。）に提出しなければならない。こ

の場合において、必要な資料の全部又は一部を提出しなかった者は、その請求に係
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る旅費又は旅費に相当する金額のうちその資料を提出しなかったため、その旅費又

は旅費に相当する金額の必要が明らかにされなかった部分の支給又は支払を受ける

ことができない。 

２ 概算払に係る旅費の支給を受けた旅行者は、当該旅行を完了した後所定の期間内

に、当該旅行について前項の規定による旅費の精算をしなければならない。 

３ 支出命令者は、前項の規定による精算の結果過払金があった場合には、所定の期

間内に、当該過払金を返納させなければならない。 

４ 支出命令者は、その支出し、又は支払った概算払に係る旅費の支給を受けた旅行

者が第２項に規定する期間内に旅費の精算をしなかった場合又は前項に規定する期

間内に過払金を返納しなかった場合には、当該支出命令者がその後においてその者

に対し支払う旅費の額から当該概算払に係る旅費額又は当該過払金に相当する金額

を差し引かなければならない。 

第２条の見出し中「種類」を「種目」に改め、同条中「種類」を「種目」に、「車

賃、日当、宿泊料及び食卓料」を「その他の交通費、宿泊費、包括宿泊費、宿泊手当

、転居費、着後滞在費及び家族移転費」に改め、同条を第６条とし、第１条の次に次

の４条を加える。 

（用語の意義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

⑴ 出張 職員が公務のため一時その在勤庁（任命権者又はその委任を受けた者（

以下「出張命令権者」という。）が認める場合には、その住所、居所その他出張

命令権者が認める場所）を離れて旅行し、又は職員以外の者が公務のため一時そ

の住所又は居所を離れて旅行することをいう。 

⑵ 赴任 新たに採用された職員がその採用に伴う移転のため住所若しくは居所か

ら在勤庁に旅行し、又は転任を命ぜられた職員がその転任に伴う移転のため旧在

勤庁から新在勤庁に旅行することをいう。 

⑶ 帰住 職員が退職し、又は死亡した場合において、その職員又はその遺族が生

活の根拠となる地に旅行することをいう。 
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⑷ 遺族 職員の配偶者（婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事

情にある者を含む。次号において同じ。）、子、父母、孫、祖父母及び兄弟姉妹

並びに職員の死亡当時職員と生計を一にしていた他の親族をいう。 

⑸ 家族 職員の配偶者、子、父母、孫、祖父母及び兄弟姉妹で職員と生計を一に

するものをいう。 

（旅費の支給） 

第３条 職員が出張し、又は赴任した場合には、当該職員に対し、旅費を支給する。 

２ 職員又はその遺族が次の各号のいずれかに該当する場合には、当該各号に掲げる

者に対し、旅費を支給する。 

⑴ 職員が出張又は赴任のための旅行中に退職、免職（罷免を含む。）、失職又は

休職（以下この号及び次項並びに第２１条において「退職等」という。）となっ

た場合（当該退職等に伴う旅行を必要としない場合を除く。）には、当該職員 

⑵ 職員が出張又は赴任のための旅行中に死亡した場合には、当該職員の遺族 

⑶ 職員が死亡した場合において、当該職員の遺族がその死亡の日の翌日から３月

以内にその居住地を出発して帰住したときは、当該遺族 

３ 職員が前項第１号の規定に該当する場合において、地方公務員法（昭和２５年法

律第２６１号）第２８条第４項又は第２９条の規定により退職等となったときは、

前項の規定にかかわらず、同項の規定による旅費は、支給しない。 

４ 職員又は職員以外の者が、市の機関の依頼又は要求に応じ、公務の遂行を補助す

るために旅行した場合には、その者に対し、旅費を支給する。 

５ 第１項、第２項及び前項の規定に該当する場合を除くほか、法令又は他の条例に

特別の定めがある場合その他市費を支弁して旅行させる必要がある場合には、旅費

を支給する。 

６ 第１項、第２項及び前２項の規定により旅費の支給を受けることができる者が、

次条第３項の規定により出張命令等の変更（取消しを含む。同項及び同条第４項並

びに第５条において同じ。）を受け、又は死亡した場合その他規則で定める場合に

は、当該旅行のため既に支出した金額のうちその者の損失となる金額又は支出を要

する金額で規則で定めるものを旅費として支給することができる。 
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７ 第１項、第２項、第４項及び第５項の規定により旅費の支給を受けることができ

る者が、旅行中天災その他規則で定める事情により概算払を受けた旅費額（概算払

を受けなかった場合には、概算払を受けることができた旅費額に相当する金額）の

全部又は一部を喪失した場合には、その喪失した旅費額の範囲内で規則で定める金

額を旅費として支給することができる。 

（出張命令等） 

第４条 次の各号に掲げる旅行は、当該各号に掲げる区分により、出張命令権者の発

する出張命令又は出張依頼（以下この条及び次条において「出張命令等」という。

）によって行われなければならない。 

⑴ 前条第１項の規定に該当する旅行 出張命令 

⑵ 前条第４項の規定に該当する旅行 出張依頼 

２ 出張命令権者は、電信、電話、郵便等の通信による連絡手段によっては公務の円

滑な遂行を図ることができない場合で、かつ、予算上旅費の支出が可能である場合

に限り、出張命令等を発することができる。 

３ 出張命令権者は、既に発した出張命令等の変更をする必要があると認める場合で

、前項の規定に該当するときには、自ら又は次条第１項若しくは第２項の規定によ

る旅行者の申請に基づき、その変更をすることができる。 

４ 出張命令権者は、出張命令等を発し、又はその変更をするには、出張命令書又は

出張依頼書（以下この条において「出張命令書等」という。）に定める事項の記載

又は記録をし、当該事項を当該旅行者に通知してしなければならない。ただし、出

張命令書等に当該事項の記載又は記録をするいとまがない場合には、この限りでな

い。 

５ 前項ただし書の規定により出張命令書等に記載又は記録をしなかった場合には、

できるだけ速やかに出張命令書等に定める事項の記載又は記録をしなければならな

い。 

（出張命令等に従わない旅行） 

第５条 旅行者は、公務上の必要又は天災その他やむを得ない事情により出張命令等

（前条第３項の規定により変更を受けた出張命令等を含む。以下この条において同

－11－



じ。）に従って旅行することができない場合には、あらかじめ出張命令権者に出張

命令等の変更の申請をしなければならない。 

２ 旅行者は、前項の規定による出張命令等の変更の申請をするいとまがない場合に

は、出張命令等に従わないで旅行した後、できるだけ速やかに出張命令権者に出張

命令等の変更の申請をしなければならない。 

３ 旅行者が、前２項の規定による出張命令等の変更の申請をせず、又は申請をした

がその変更が認められなかった場合において、出張命令等に従わないで旅行したと

きは、当該旅行者は、出張命令等に従った限度の旅行に対する旅費のみの支給を受

けることができる。 

別表中「第６条―第８条」を「第１３条」に改め、 

「 

日当 

（１日につき） 

宿泊料 

（１夜につき） 

食卓料 

（１夜につき） 

３，０００円 １４，８００円 ３，０００円 

２，６００円 １３，１００円 ２，６００円 

                           」 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和８年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の姫路市職員等の旅費に関する条例の規定は、この条例の

施行の日以後に出発する旅行について適用し、同日前に出発した旅行については、

なお従前の例による。 

 

 

を削る。 
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議  案  第１０５号 

令和 ７年 ９月 ３日 

 

姫路市長  清 元 秀 泰 

 

姫路市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例

について 

 

 姫路市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例を次のように制

定する。 

 

   姫路市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例 

 姫路市職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成１９年姫路市条例第３８号）の

一部を次のように改正する。 

 第１４条の３第１項中「除く」の次に「。次項において同じ」を、「勤務時間の」

の次に「全部又は」を加え、同条第２項中「１日につき２時間（短時間勤務職員につ

いては、当該短時間勤務職員について１日につき定められた勤務時間から５時間４５

分を減じた時間）を超えない」を「、規則で定める１年の期間ごとに、規則で定める

ところにより職員が申出をした次の各号のいずれかの」に改め、同項に次の各号を加

える。 

 ⑴ １日につき２時間（短時間勤務職員にあっては、当該短時間勤務職員について

１日につき定められた勤務時間から５時間４５分を減じた時間）を超えない範囲

内 

 ⑵ １年につき規則で定める時間を超えない範囲内 

  附 則 

 この条例は、令和７年１１月１日から施行する。 
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議  案  第１０６号 

令和 ７年 ９月 ３日 

 

姫路市長  清 元 秀 泰 

 

姫路市印鑑条例の一部を改正する条例について 

 

姫路市印鑑条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

姫路市印鑑条例の一部を改正する条例 

姫路市印鑑条例（昭和４５年姫路市条例第４号）の一部を次のように改正する。 

第２条第２項中「の各号」を削り、「登録」の次に「（第２０条を除き、以下「印

鑑登録」という。）」を加える。 

第５条の見出し中「印鑑の登録」を「印鑑登録」に改める。 

第７条第１項中「の各号」を削り、同項第５号中「印鑑の登録」を「印鑑登録」に

改める。 

第８条第１項中「印鑑の登録」を「印鑑登録」に改める。 

第１０条に次の１項を加える。 

２ 印鑑登録者であって個人番号カード（行政手続における特定の個人を識別するた

めの番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号）第２条第７項に規定す

る個人番号カードをいう。以下同じ。）の交付を受けているもの（成年被後見人を

除く。）が電子情報処理組織（姫路市情報通信技術を活用した行政の推進に関する

条例（平成１７年姫路市条例第７６号）第３条第１項に規定する電子情報処理組織

をいう。以下同じ。）を使用して個人番号カードに記録された署名用電子証明書（

電子署名等に係る地方公共団体情報システム機構の認証業務に関する法律（平成１

４年法律第１５３号）第３条第１項に規定する署名用電子証明書をいう。以下同じ

。）を併せて送信する方法により、前項の規定による申請をしようとするときは、

同項の規定にかかわらず、印鑑登録証を添えることを要しない。 
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第１１条中「印鑑の登録」を「印鑑登録」に改める。 

第１４条第４項中「（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等

に関する法律（平成２５年法律第２７号）第２条第７項に規定する個人番号カードを

いう。以下同じ。）」を削り、「第１項本文の」の次に「規定による」を加え、同項

第２号中「姫路市行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例（平成１７

年姫路市条例第７６号）第３条第１項に規定する」及び「（電子署名等に係る地方公

共団体情報システム機構の認証業務に関する法律（平成１４年法律第１５３号）第３

条第１項に規定する署名用電子証明書をいう。）」を削る。 

附 則 

この条例は、令和８年１月１日から施行する。ただし、第２条第２項の改正規定、

第５条の見出しの改正規定、第７条第１項及び同項第５号、第８条第１項並びに第１

１条の改正規定並びに第１４条第４項の改正規定（「第１項本文の」の次に「規定に

よる」を加える部分に限る。）は、公布の日から施行する。 
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                         議  案  第１０７号   

                         令和 ７年 ９月 ３日   

 

                      姫路市長  清 元 秀 泰    

 

 姫路市手話言語条例の一部を改正する条例について 

 

 姫路市手話言語条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

姫路市手話言語条例の一部を改正する条例 

 姫路市手話言語条例（平成２８年姫路市条例第７６号）の一部を次のように改正す

る。 

 前文のうち第２項中「コミュニケーシヨン」を「コミュニケーション」に改め、第

３項中「さらに、」を削り、「施行されました」を「施行され、令和６年４月からは

、事業者による合理的配慮の提供が義務付けられました。また、令和７年６月には、

他の関係法律による施策と相まって手話に関する施策を総合的に推進することを目的

に、手話に関する施策の推進に関する法律が施行されました。これらの法整備により

、障害のある人もない人も相互に人格と個性を尊重し合いながら共に生きる社会（共

生社会）の実現がより強く推進されるようになりました」に改める。 

 第２条に次の３項を加える。 

２ この条例において「社会的障壁」とは、ろう者にとって日常生活又は社会生活を

営む上で障壁となるような社会における事物、制度、慣行、観念その他一切のもの

をいう。 

３ この条例において「合理的配慮」とは、ろう者が現に社会的障壁の除去を必要と

している旨の意思の表明があった場合において、ろう者の権利利益を侵害すること

とならないよう、当該ろう者の性別、年齢及び障害の状態に応じて行う必要かつ適

切な現状の変更又は調整であって、その実施に伴う負担が過重でないものをいう。 

４ この条例において「事業者等」とは、市内において事務又は事業を行う事業者（
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障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（平成２５年法律第６５号）第２

条第７号に規定する事業者をいう。）その他の団体をいう。 

第３条中「以外の者」を「以外のもの」に改める。 

第６条（見出しを含む。）中「事業者」を「事業者等」に改める。 

 第１１条を第１２条とし、第１０条を第１１条とする。 

第９条（見出しを含む。）中「事業者」を「事業者等」に改め、同条を第１０条と

する。 

第８条を第９条とし、第７条を第８条とし、第６条の次に次の１条を加える。 

 （合理的配慮） 

第７条 市は、ろう者に対し、その事務又は事業を行うに当たり、合理的配慮を提供

しなければならない。 

２ 市は、事業者等がろう者に対して合理的配慮を提供するに当たり必要な情報の提

供、相談及び助言をしなければならない。 

   附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議  案  第１０８号   

令和 ７年 ９月 ３日   

 

姫路市長  清 元 秀 泰    

 

姫路市臨床研修医奨励金の貸与に関する条例の一部を改正する条例      

について 

 

 姫路市臨床研修医奨励金の貸与に関する条例の一部を改正する条例を次のように制

定する。 

 

姫路市臨床研修医奨励金の貸与に関する条例の一部を改正する条例 

姫路市臨床研修医奨励金の貸与に関する条例（平成２３年姫路市条例第６号）の一

部を次のように改正する。 

第３条に次の１号を加える。 

⑸ 第６条の規定による申請の時において市内に住所を有する者又は本市と播磨圏

域連携中枢都市圏に係る地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の２ 

第１項に規定する連携協約を締結した市町の区域内に住所を有する者であること。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和８年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の第３条の規定は、この条例の施行の日（以下「施行日」

という。）以後に行う奨励金の申請について適用し、施行日前に行った奨励金の申

請については、なお従前の例による。 

３ 施行日前に姫路市臨床研修医奨励金の貸与に関する条例第６条の規定による申請

を行ったことがある者については、施行日から令和１０年３月３１日までの間は、

この条例による改正後の第３条第５号の規定は、適用しない。 
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議  案  第１０９号 

令和 ７年 ９月 ３日 

 

姫路市長  清 元 秀 泰 

 

姫路市介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を

定める条例及び姫路市保健所使用料及び手数料徴収条例の一部を改

正する条例について 

 

姫路市介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条例及び 

姫路市保健所使用料及び手数料徴収条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

姫路市介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を

定める条例及び姫路市保健所使用料及び手数料徴収条例の一部を改

正する条例 

 （姫路市介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条例の

一部改正） 

第１条 姫路市介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条

例（平成３０年姫路市条例第３１号）の一部を次のように改正する。 

第１８条第６号中「第２条第１７項」を「第２条第１８項」に改める。 

（姫路市保健所使用料及び手数料徴収条例の一部改正） 

第２条 姫路市保健所使用料及び手数料徴収条例（平成１２年姫路市条例第７号）の

一部を次のように改正する。 

第３条第２項第７１号中「第１４条第１５項」を「第１４条第１３項」に改める。 

第３条 姫路市保健所使用料及び手数料徴収条例の一部を次のように改正する。 

  第３条第２項第７１号中「第１４条第１３項」を「第１４条第１４項」に改める。 

附 則 

この条例は、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定める日から施行
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する。 

⑴ 第１条の規定 令和７年１１月２０日 

⑵ 第２条の規定 令和８年５月１日 

 ⑶ 第３条の規定 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関す

る法律等の一部を改正する法律（令和７年法律第３７号）附則第１条第３号に掲

げる規定の施行の日 
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議  案  第１１０号 

令和 ７年 ９月 ３日 

 

姫路市長  清 元 秀 泰 

 

姫路市営住宅管理条例の一部を改正する条例について 

 

姫路市営住宅管理条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

姫路市営住宅管理条例の一部を改正する条例 

姫路市営住宅管理条例（平成９年姫路市条例第２５号）の一部を次のように改正す

る。 

別表第１号の表中 

「 

唐端住宅 

 

姫路市飾東町夕陽ケ丘６７番地 

姫路市飾東町夕陽ケ丘７５番地 

姫路市飾東町夕陽ケ丘８１番地 

姫路市飾東町夕陽ケ丘９３番地 

姫路市飾東町夕陽ケ丘９９番地 

姫路市飾東町夕陽ケ丘１０３番地 

姫路市飾東町夕陽ケ丘１０７番地 

 を 

 」 

「 

唐端住宅 姫路市飾東町夕陽ケ丘６７番地 

姫路市飾東町夕陽ケ丘７５番地 

姫路市飾東町夕陽ケ丘８１番地 

姫路市飾東町夕陽ケ丘９３番地 

姫路市飾東町夕陽ケ丘９９番地 

 

に、 
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姫路市飾東町夕陽ケ丘１０３番地 

                           」 

「 

豊岡住宅 姫路市夢前町前之庄４３５９番地１ 

姫路市夢前町前之庄４３６３番地 
 を 

                           」 

「 

豊岡住宅 姫路市夢前町前之庄４３５９番地１ に改める。 

                           」 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議  案  第１１１号 

令和 ７年 ９月 ３日 

 

姫路市長  清 元 秀 泰 

 

企業職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部を改正する条例

について 

 

企業職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部を改正する条例を次のように制

定する。 

 

企業職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部を改正する条例 

企業職員の給与の種類及び基準を定める条例（昭和２８年姫路市条例第２８号）の

一部を次のように改正する。 

 第１４条第２項第２号中「勤務時間の」の次に「全部又は」を、「範囲内」の次に

「又は１年につき管理者が指定する時間を超えない範囲内」を加える。 

附 則 

 この条例は、令和７年１１月１日から施行する。 
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議  案  第１１２号 

令和 ７年 ９月 ３日 

 

姫路市長  清 元 秀 泰 

 

姫路市消防本部及び消防署の設置等に関する条例の一部を改正する 

   条例について 

 

姫路市消防本部及び消防署の設置等に関する条例の一部を改正する条例を次のよう

に制定する。 

 

姫路市消防本部及び消防署の設置等に関する条例の一部を改正する 

条例 

姫路市消防本部及び消防署の設置等に関する条例（昭和４１年姫路市条例第３号）

の一部を次のように改正する。 

    「              「 

別表中  姫路市本町６８番地６８ を  姫路市神屋町１７８番地  に改める。 

   」              」 

附 則 

この条例は、市長が告示で定める日から施行する。 
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議  案  第１１３号   

令和 ７年 ９月 ３日 

 

姫路市長  清 元 秀 泰 

 

姫路市立学校職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正す 

る条例について 

 

姫路市立学校職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例を次のよ

うに制定する。 

 

姫路市立学校職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正す 

る条例 

姫路市立学校職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成１９年姫路市条例第３９

号）の一部を次のように改正する。 

 第１４条の３第１項中「除く」の次に「。次項において同じ」を、「勤務時間の」

次に「全部又は」を加え、同条第２項中「１日につき２時間（短時間勤務職員につい

ては、当該短時間勤務職員について１日につき定められた勤務時間から５時間４５分

を減じた時間）を超えない」を「、委員会規則で定める１年の期間ごとに、委員会規

則で定めるところにより職員が申出をした次の各号のいずれかの」に改め、同項に次

の各号を加える。 

 ⑴ １日につき２時間（短時間勤務職員にあっては、当該短時間勤務職員について

１日につき定められた勤務時間から５時間４５分を減じた時間）を超えない範囲

内 

 ⑵ １年につき委員会規則で定める時間を超えない範囲内 

附 則 

この条例は、令和７年１１月１日から施行する。 
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議  案  第１１４号 

令和 ７年 ９月 ３日 

 

姫路市長  清 元 秀 泰 

 

姫路市立学校条例の一部を改正する条例について 

 

姫路市立学校条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

姫路市立学校条例の一部を改正する条例 

第１条 姫路市立学校条例（昭和３９年姫路市条例第１１号）の一部を次のように改

正する。 

  別表第２中「姫路市立飾磨高等学校  姫路市飾磨区妻鹿６７２番地」を 

「姫路市立飾磨高等学校  姫路市飾磨区妻鹿６７２番地 

姫路市立高等学校    姫路市辻󠄀井九丁目１番１０号」 

第２条 姫路市立学校条例の一部を次のように改正する。 

       「姫路市立姫路高等学校  姫路市辻󠄀井九丁目１番１０号 

別表第２中 姫路市立琴丘高等学校  姫路市今宿６６８番地    を削る。 

     姫路市立飾磨高等学校  姫路市飾磨区妻鹿６７２番地」 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例中第１条の規定は令和８年１月１日から、第２条及び次項の規定は令和

１０年４月１日から施行する。 

 （姫路市立学校目的外使用条例の一部改正） 

２ 姫路市立学校目的外使用条例（昭和２３年姫路市条例第４０号）の一部を次のよ

うに改正する。 

  別表第２中「姫路高等学校音楽ホール」を「姫路市立高等学校音楽ホール」に改

める。 

に改める。 
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議  案  第１１５号 

令和 ７年 ９月 ３日 

 

姫路市長  清 元 秀 泰 

 

姫路市立遊漁センター条例を廃止する条例について 

 

姫路市立遊漁センター条例を廃止する条例を次のように制定する。 

 

姫路市立遊漁センター条例を廃止する条例 

 姫路市立遊漁センター条例（昭和５５年姫路市条例第４号）は、廃止する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和８年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日前にこの条例による廃止前の姫路市立遊漁センター条例第１

２条第１項の規定により指定された指定管理者（以下「施行日前の指定管理者」と

いう。）に係る同条例第１５条に規定する施行日前の指定管理者の役員及び職員で

あった者に係る秘密を他に漏らしてはならない義務については、なお従前の例によ

る。 
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議  案  第１１６号 

令和 ７年 ９月 ３日 

 

姫路市長  清 元 秀 泰 

 

姫路市立グリーンステーション鹿ケ壺条例を廃止する条例について 

 

 姫路市立グリーンステーション鹿ケ壺条例を廃止する条例を次のように制定する。 

 

姫路市立グリーンステーション鹿ケ壺条例を廃止する条例 

姫路市立グリーンステーション鹿ケ壺条例（平成１８年姫路市条例第５９号）は、

廃止する。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和８年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日前にこの条例による廃止前の姫路市立グリーンステーション

鹿ケ壺条例第２０条第 1 項の規定により指定された指定管理者（以下「施行日前の

指定管理者」という。）に係る同条例第２２条に規定する事業報告書を提出しなけ

ればならない義務並びに施行日前の指定管理者の役員及び職員であった者に係る同

条例第２３条に規定する秘密を他に漏らしてはならない義務については、なお従前

の例による。 
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議  案  第１１７号 

令和 ７年 ９月 ３日 

 

姫路市長  清 元 秀 泰 

 

契約の締結について 

 

姫路市飾磨市民センター大規模改修（建築）工事について、下記のとおり請負契約

を締結したい。 

議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第２条の規定によ

り提出する。 

記 

 

工 事 名 姫路市飾磨市民センター大規模改修（建築）工事 

工 事 場 所 姫路市飾磨区玉地一丁目２７番地 

工 期 令和９年２月１２日限り 

契 約 金 額 ３８６，１００，０００円 

契 約 の 方 法 一般競争入札 

契約の相手方 

姫路市下寺町１０１番地 

 平錦建設株式会社 

  代表取締役 勝間 功雄 
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議  案  第１１８号 

令和 ７年 ９月 ３日 

 

姫路市長  清 元 秀 泰 

 

契約の締結について 

 

姫路市飾磨市民センター大規模改修（電気）工事について、下記のとおり請負契約

を締結したい。 

議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第２条の規定によ

り提出する。 

記 

 

工 事 名 姫路市飾磨市民センター大規模改修（電気）工事 

工 事 場 所 姫路市飾磨区玉地一丁目２７番地 

工 期 令和９年２月１２日限り 

契 約 金 額 １６１，２６０，０００円 

契 約 の 方 法 一般競争入札 

契約の相手方 

姫路市青山北三丁目２５０番地の１ 

 大拓電気株式会社 

  代表取締役 小林 勝士 
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議  案  第１１９号 

令和 ７年 ９月 ３日 

 

姫路市長  清 元 秀 泰 

 

契約の締結について 

 

姫路市飾磨市民センター大規模改修（機械）工事について、下記のとおり請負契約

を締結したい。 

議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第２条の規定によ

り提出する。 

記 

 

工 事 名 姫路市飾磨市民センター大規模改修（機械）工事 

工 事 場 所 姫路市飾磨区玉地一丁目２７番地 

工 期 令和９年２月１２日限り 

契 約 金 額 １７５，４５０，０００円 

契 約 の 方 法 一般競争入札 

契約の相手方 

姫路市花田町加納原田７３２番地１０ 

 高見設備株式会社 

  代表取締役 中野 豊大 
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議  案  第１２０号 

令和 ７年 ９月 ３日 

 

姫路市長  清 元 秀 泰 

 

契約の締結について 

 

姫路市立菅生公民館大規模改修等（建築）工事について、下記のとおり請負契約を

締結したい。 

議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第２条の規定によ

り提出する。 

記 

 

工 事 名 姫路市立菅生公民館大規模改修等（建築）工事 

工 事 場 所 姫路市夢前町菅生澗１３８４番地１ 

工 期 令和８年８月４日限り 

契 約 金 額 １５４，０００，０００円 

契 約 の 方 法 一般競争入札 

契約の相手方 

姫路市飾磨区英賀宮町一丁目１７番地 

 株式会社宮本組 

  代表取締役 宮本 活秀 
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議  案  第１２１号 

令和 ７年 ９月 ３日 

 

姫路市長  清 元 秀 泰 

 

契約の締結について 

 

旧姫路市南部美化センター解体撤去工事について、下記のとおり請負契約を締結し

たい。 

議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第２条の規定によ

り提出する。 

記 

 

工 事 名 旧姫路市南部美化センター解体撤去工事 

工 事 場 所 姫路市飾磨区今在家１３５１番地２７ 

工 期 令和９年７月１５日限り 

契 約 金 額 １，０６７，０００，０００円 

契 約 の 方 法 一般競争入札 

契約の相手方 

五洋・阿比野共同企業体 

代表者 東京都文京区後楽二丁目２番８号 

五洋建設株式会社 

代表取締役 清水 琢三 

  代理人 神戸市中央区浜辺通４丁目１番１１号 

       五洋建設株式会社神戸営業所 

        所長 川田 博一 

 構成員 姫路市広畑区正門通四丁目３番地３ 

      阿比野建設株式会社 

       代表取締役 阿比野 剛 
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議  案  第１２２号 

令和 ７年 ９月 ３日 

 

姫路市長  清 元 秀 泰 

 

契約の締結について 

 

農村地域防災減災事業阿成井堰改修（その１）工事について、下記のとおり請負契

約を締結したい。 

議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第２条の規定によ

り提出する。 

記 

 

工 事 名 農村地域防災減災事業阿成井堰改修（その１）工事 

工 事 場 所 姫路市兼田地内 

工 期 令和８年７月３１日限り 

契 約 金 額 ２７９，４６６，０００円 

契 約 の 方 法 一般競争入札 

契約の相手方 

姫路市北条９５１番地１ 

美樹工業株式会社 

代表取締役 岡田 尚一郎 
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議  案  第１２３号 

令和 ７年 ９月 ３日 

 

姫路市長  清 元 秀 泰 

 

契約の締結について 

 

旧姫路市勤労市民会館解体撤去工事について、下記のとおり請負契約を締結したい。 

議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第２条の規定によ

り提出する。 

記 

 

工 事 名 旧姫路市勤労市民会館解体撤去工事 

工 事 場 所 姫路市中地３５４番地 

工 期 令和９年２月１０日限り 

契 約 金 額 ２８０，５００，０００円 

契 約 の 方 法 一般競争入札 

契約の相手方 

姫路市下寺町１０１番地 

平錦建設株式会社 

代表取締役 勝間 功雄 
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議  案  第１２４号 

令和 ７年 ９月 ３日 

 

姫路市長  清 元 秀 泰 

 

契約の締結について 

 

手柄山平和公園外周園路整備工事について、下記のとおり請負契約を締結したい。 

議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第２条の規定によ

り提出する。 

記 

 

工 事 名 手柄山平和公園外周園路整備工事 

工 事 場 所 姫路市西延末地内 

工 期 令和８年１０月３０日限り 

契 約 金 額 １７５，４８３，０００円 

契 約 の 方 法 一般競争入札 

契約の相手方 

姫路市広畑区蒲田五丁目１７１５番地 

 株式会社平野組 

代表取締役 平野 勝也 
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議  案  第１２５号 

令和 ７年 ９月 ３日 

 

姫路市長  清 元 秀 泰 

 

契約の締結について 

 

姫路市営市川住宅１１・１２号棟解体及び集会所新築（建築）工事について、下記

のとおり請負契約を締結したい。 

議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第２条の規定によ

り提出する。 

記 

 

工 事 名 
姫路市営市川住宅１１・１２号棟解体及び集会所新築（建築）

工事 

工 事 場 所 姫路市市川台二丁目２番地 

工 期 令和９年１月２９日限り 

契 約 金 額 １７３，８００，０００円 

契 約 の 方 法 一般競争入札 

契約の相手方 

姫路市西延末２６９番地の６ 

 立建設株式会社 

  代表取締役 井上 浩二 
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議  案  第１２６号 

令和 ７年 ９月 ３日 

 

姫路市長  清 元 秀 泰 

 

契約の締結について 

 

都市計画道路広畑幹線ほか１路線橋梁下部（その４）外工事について、下記のとお

り請負契約を締結したい。 

議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第２条の規定によ

り提出する。 

記 

 

工 事 名 都市計画道路広畑幹線ほか１路線橋梁下部（その４）外工事 

工 事 場 所 姫路市広畑区北河原町地内外 

工 期 令和９年３月１７日限り 

契 約 金 額 ８２５，０００，０００円 

契 約 の 方 法 一般競争入札 

契約の相手方 

姫路市飾磨区英賀宮町一丁目１７番地 

株式会社宮本組 

代表取締役 宮本 活秀 

 

－38－



議  案  第１２７号 

令和 ７年 ９月 ３日 

 

姫路市長  清 元 秀 泰 

 

契約の締結について 

 

姫路市姫路東消防署新築（建築）工事について、下記のとおり請負契約を締結した

い。 

議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第２条の規定によ

り提出する。 

記 

 

工 事 名 姫路市姫路東消防署新築（建築）工事 

工 事 場 所 姫路市神屋町１７８番地外 

工 期 令和９年４月３０日限り 

契 約 金 額 １，１７３，７００，０００円 

契 約 の 方 法 一般競争入札 

契約の相手方 

姫路市辻󠄀井一丁目１番２３号 

株式会社赤鹿建設 

代表取締役 赤鹿 竜夫 
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議  案  第１２８号 

令和 ７年 ９月 ３日 

 

姫路市長  清 元 秀 泰 

 

契約の締結について 

 

姫路市姫路東消防署新築（電気）工事について、下記のとおり請負契約を締結した

い。 

議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第２条の規定によ

り提出する。 

記 

 

工 事 名 姫路市姫路東消防署新築（電気）工事 

工 事 場 所 姫路市神屋町１７８番地外 

工 期 令和９年４月３０日限り 

契 約 金 額 ２９０，９５０，０００円 

契 約 の 方 法 一般競争入札 

契約の相手方 

姫路市御立中三丁目１２番２９号 

株式会社世光電気 

代表取締役 松居 弘幸 
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議  案  第１２９号 

令和 ７年 ９月 ３日 

 

姫路市長  清 元 秀 泰 

 

委託協定の締結について 

 

播但線仁豊野駅西改札口等整備工事委託について、下記のとおり委託協定を締結し

たい。 

議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第２条の規定によ

り提出する。 

記 

 

工 事 名 播但線仁豊野駅西改札口等整備工事委託 

工 事 場 所 姫路市仁豊野地内 

工 期 令和１０年３月３１日限り 

契 約 金 額 １６７，６４２，０００円 

契 約 の 方 法 随意契約 

そ の 他 契約金額は、工事完了後に精算する。 

契約の相手方 

大阪府大阪市北区芝田二丁目４番２４号 

西日本旅客鉄道株式会社 

代表取締役 倉坂 昇治 

代理人 

大阪府大阪市淀川区宮原四丁目３番９号 

西日本旅客鉄道株式会社 

執行役員 近畿統括本部長 冨本 直樹 

 

－41－



議  案  第１３０号   

令和 ７年 ９月 ３日   

 

姫路市長  清 元 秀 泰 

 

   公の施設の区域外設置に関する協議について 

 

 太子町の公の施設として姫路市網干区高田地内に法定外公共物の一部を設置するこ

とについて下記のとおり協議したい。 

 地方自治法第２４４条の３第３項の規定により提出する。 

記 

   公の施設の区域外設置に関する協議書 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の３第１項の規定により、太子

町の法定外公共物の一部を姫路市の区域内に下記のとおり設置する。 

記 

１ 設置する施設 

  法定外公共物（道路） 

２ 設置の目的 

ＪＲ山陽本線の柿の坪踏切の閉鎖に伴い、太子町糸井（鍛冶田）地区からＪＲ山

陽本線の茶ノ木踏切までの歩行者用通路を確保する。 

３ 設置の場所 

  姫路市網干区高田字茶ノ木３６１番１０地先から同３７１番７地先まで（別紙位

置図のとおり） 

４ 経費の負担 

  法定外公共物の設置及び維持管理に伴う費用について、姫路市は負担しない。 

５ その他 

  この協議書に定めのないことについては、その都度両市町の協議により定めるも

のとする。 
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位置図
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議　　案　　第１３１号 

姫路市長　　清　元　秀　泰

市道路線の認定及び廃止について

下記路線を市道として認定し、及び廃止したい。

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第２項及び第１０条第３項の規定によ

り提出する。

記

令和　７年　９月　３日

１　認定する路線

重要な
路　 線　 名

起　　　　　　　　　　点

終　　　　　　　　　　点 経過地

幹第 ８５号線
姫路市網干区和久５４８番２地先

姫路市網干区和久４１５番４地先

城北 ３４７号線
姫路市新在家本町五丁目５９８番６９地先

姫路市新在家本町五丁目７０７番３４６地先

城北 ３４８号線
姫路市新在家本町五丁目７０７番３５１地先

姫路市新在家本町五丁目７０７番３５１地先

安室 ４１４号線
姫路市御立中八丁目１２２７番１９地先

姫路市御立中八丁目１２２７番３４地先

安室 ４１５号線
姫路市御立中八丁目１２２７番２４地先

姫路市御立中八丁目１２２７番２８地先

安室 ４１６号線
姫路市御立中二丁目６３５番１地先

姫路市御立中二丁目６３５番７地先

2025年8月1日 －議案第１３２号－
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安室 ４１７号線
姫路市御立中三丁目１０９８番２地先

姫路市御立中三丁目１０９８番８地先

高岡 ３１２号線
姫路市神子岡前四丁目１９１９番８地先

姫路市神子岡前四丁目１９１７番１１地先

高岡 ３１３号線
姫路市北今宿一丁目３２５番１地先

姫路市北今宿一丁目２５９番１地先

曽左 １８６号線
姫路市書写７９３番地先

姫路市書写８１９番１３地先

曽左 ２５６号線
姫路市書写２６４１番８地先

姫路市書写２６４１番２０地先

城東 ２６２号線
姫路市楠町４７番６地先

姫路市楠町４７番８地先

手柄 ２３３号線
姫路市手柄一丁目１番地先

姫路市手柄二丁目１３番地先

手柄 ２３４号線
姫路市手柄二丁目１１９番地先

姫路市手柄１９０番地先

手柄 ２３５号線
姫路市手柄二丁目１１０番地先

姫路市手柄１８２番１地先

手柄 ２３６号線
姫路市手柄二丁目１２０番地先

姫路市手柄１８６番地先

手柄 ２３７号線
姫路市飯田８８番１地先

姫路市飯田三丁目１３１番地先

手柄 ２３８号線
姫路市飯田８７番１地先

姫路市飯田７８７番地先

手柄 ２３９号線
姫路市飯田三丁目１９９番４０地先

姫路市飯田三丁目１９９番３３地先

2025年8月1日
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糸引 １００号線
姫路市奥山３８３番１６地先

姫路市奥山３７５番４地先

糸引 １７９号線
姫路市北原５０１番４地先

姫路市北原４７３番３地先

糸引 １８７号線
姫路市北原３０６番１地先

姫路市北原３１２番８地先

糸引 １９６号線
姫路市北原４４３番１地先

姫路市北原１７５番７地先

糸引 １９７号線
姫路市北原４４７番６地先

姫路市北原４４５番２５地先

糸引 １９９号線
姫路市継１５０番５地先

姫路市継１２１番１３地先

糸引 ２００号線
姫路市東山１４３番２地先

姫路市東山１３９番３地先

糸引 ２０１号線
姫路市東山３９０番１１地先

姫路市東山３９１番３地先

糸引 ２０２号線
姫路市北原２３６番６地先

姫路市北原２３６番１４地先

高浜 ３０１号線
姫路市飾磨区三宅一丁目１３８番地先

姫路市飾磨区三宅一丁目４番地先

飾磨 ５７５号線
姫路市飾磨区中島４１４番５０８地先

姫路市飾磨区中島５２６番５地先

八幡 ３９９号線
姫路市広畑区西蒲田１６５番１地先

姫路市広畑区西蒲田１６３番３地先

八幡 ４００号線
姫路市広畑区西蒲田５９番２地先

姫路市広畑区西蒲田５９番１１地先

2025年8月1日 －議案第１３２号の１－
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広畑 ３１４号線
姫路市広畑区高浜町四丁目２５番５４地先

姫路市広畑区高浜町四丁目２５番１地先

大津 ４１０号線
姫路市大津区天満２２７番８地先

姫路市大津区天満３３５番３０地先

網干 ３７４号線
姫路市網干区興浜８２３番４地先

姫路市網干区興浜７７４番地先

勝原 ３５２号線
姫路市勝原区宮田１８２番９地先

姫路市勝原区宮田１７７番１１地先

旭陽 ２５９号線
姫路市網干区坂出１４番５地先

姫路市網干区坂出１４番１８地先

旭陽 ２６０号線
姫路市網干区津市場１９４番１３地先

姫路市網干区津市場１９４番１１地先

船津 ９４号線
姫路市船津町５３１４番１６地先

姫路市船津町２６３１番地先

花田 １９８号線
姫路市花田町小川２１９番１７地先

姫路市花田町小川２１９番２５地先

四郷 １３７号線
姫路市四郷町東阿保１３００番１地先

姫路市四郷町東阿保１２８７番１０地先

四郷 １３８号線
姫路市四郷町東阿保１２８７番８地先

姫路市四郷町東阿保１２７２番１０地先

四郷 １３９号線
姫路市四郷町東阿保１３１９番４地先

姫路市四郷町東阿保１２８７番１６地先

別所 ２１７号線
姫路市別所町北宿８３７番１６地先

姫路市別所町北宿８３７番１２地先

大塩 １３５号線
姫路市大塩町８９番９地先

姫路市大塩町８２番１０地先

2025年8月1日
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２　廃止する路線

重要な
路　 線　 名

起　　　　　　　　　　点

終　　　　　　　　　　点 経過地

幹第 ６０号線
姫路市網干区和久１１５番１地先

姫路市勝原区宮田１８５番２地先

幹第 ８５号線
姫路市網干区和久５４８番２地先

姫路市網干区和久４５６番４地先

曽左 １８６号線
姫路市書写７９３番地先

姫路市書写８１９番地先

糸引 １００号線
姫路市奥山３７５番４地先

姫路市奥山３７７番２０地先

糸引 １７９号線
姫路市北原５０１番４地先

姫路市北原４８２番３５地先

糸引 １８７号線
姫路市北原３０６番１地先

姫路市北原３０６番１２地先

大津 ４１０号線
姫路市大津区天満２２７番８地先

姫路市大津区天満３４３番１２地先

勝原 ３５２号線
姫路市勝原区宮田１８２番９地先

姫路市勝原区宮田１８１番１５地先

旭陽 ７７号線
姫路市網干区高田５４５番２地先

姫路市網干区高田１２７番２地先

旭陽 １７０号線
姫路市網干区高田３２２番２地先

姫路市網干区高田２９７番１地先

2025年8月1日 －議案第１３２号の２－
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子

御

津

線

J
R
網
干
駅

J
R
山
陽
本
線

網干区和久

１

１

　廃止

番 号 路　線　名

幹第　８５号線１

　認定

路　線　名

幹第　８５号線

番 号

１

《参考》市道路線認定廃止位置図

S=1:3,000

網干区和久

県
道
網
干
停
車
場
新
舞
子
・
東
觜
崎
網
干
停
車
場
線

太子町
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新在家本町五丁目

新在家本町三丁目

新在家本町四丁目

新在家本町六丁目

西新在家二丁目

新在家中の町

１

２

新在家四丁目

《参考》市道路線認定位置図

S=1:2,500

　認定

番 号

１

２

路　線　名

城北３４７号線

城北３４８号線
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１

主
要
地
方
道
姫
路
神
河
線

書写

御立中五丁目

御立中八丁目

御立中七丁目

御立北一丁目

県
道
姫
路
環
状
線

夢

前

川

２

《参考》市道路線認定位置図

S=1:2,500

　認定

番 号 路　線　名

２ 安室４１５号線

１ 安室４１４号線
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１

２

県

道

姫

路

環

状

線

御立中六丁目

御立中五丁目

御立中三丁目

御立中一丁目

御立中二丁目

県
道
姫
路
環
状
線

御立東二丁目

《参考》市道路線認定位置図

S=1:2,500

　認定

路　線　名番 号

安室４１６号線１

２ 安室４１７号線
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２ 高岡３１３号線

《参考》市道路線認定位置図

S=1:2,500

１

水

尾

川

名古山町

神子岡前四丁目

神子岡前三丁目

神子岡前二丁目

北今宿一丁目

北今宿二丁目

車崎二丁目

主

要

地

方

道

姫

路

神

河

線

２

１ 高岡３１２号線

　認定

番 号 路　線　名
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１

県道石倉玉田線

書写

　認定

番 号 路　線　名

１ 曽左１８６号線

《参考》市道路線認定廃止位置図

S=1:2,500

　廃止

番 号

１

路　線　名

曽左１８６号線

１

－54－



１

書写

書写台二丁目

書写台三丁目

　認定

番 号 路　線　名

１ 曽左２５６号線

《参考》市道路線認定位置図

S=1:2,500
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１

　認定

番 号 路　線　名

１ 城東２６２号線

《参考》市道路線認定位置図

S=1:2,500

楠町

宮上町二丁目

双葉町

大善町

城見町

城東町野田

市立城東幼稚園

城東町清水

宮上町一丁目

国

道

３

１

２

号
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７

１

２

３

４

５

６

船

場

川

山

陽

電

鉄

本

線

飾磨区三宅一丁目

手柄二丁目

飯田三丁目

飯田

手柄

手柄一丁目

飾磨区三宅一丁目

栗山町

安田三丁目

亀山

飾磨区亀山

飾磨区三宅三丁目

亀山二丁目

《参考》市道路線認定位置図

S=1:5,000

番 号 路　線　名

　認定

１ 手柄２３３号線

２ 手柄２３４号線

３ 手柄２３５号線

４ 手柄２３６号線

５ 手柄２３７号線

６ 手柄２３８号線

７ 高浜３０１号線

飾磨区都倉一丁目

国

道

２

号

（

姫

路

バ

イ

パ

ス

）

市立手柄保育所
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１

飯田

飯田三丁目

飯田二丁目

亀山二丁目

亀山

国

道

２

号

（

姫

路

バ

イ

パ

ス

）

船

場

川

主

要

地

方

道

姫

路

港

線

山

陽

電

鉄

本

線

　認定

番 号 路　線　名

１ 手柄２３９号線

《参考》市道路線認定位置図

S=1:2,500
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１

１

奥山

北原

継

白浜町

県

道

北

原

八

家

線

姫

路

バ

イ

パ

ス

（

国

道

２

号

）

S=1:2,500

　廃止

番 号 路　線　名

１ 糸引１００号線

　認定

番 号 路　線　名

１ 糸引１００号線

《参考》市道路線認定廃止位置図
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白浜町

白浜町神田二丁目

北原

県
道
白
浜
姫
路
停
車
場
線

県道北原八家線

１

３

２

１

S=1:2,500

《参考》市道路線認定廃止位置図

３ 糸引１９７号線

２ 糸引１９６号線

　認定

番 号 路　線　名

１ 糸引１７９号線

１ 糸引１７９号線

　廃止

番 号 路　線　名
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１

１

姫

路

バ

イ

パ

ス

（

国

道

２

号

）

北原

２

県

道

白

浜

姫

路

停

車

場

線

北原

兼田

S=1:2,500

《参考》市道路線認定廃止位置図

　認定

路　線　名

糸引１８７号線

番 号

１

２ 糸引２０２号線

　廃止

番 号 路　線　名

１ 糸引１８７号線
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１

継

東山

県
道
国
分
寺
白
浜
線

県

道

北

原

八

家

線

《参考》市道路線認定位置図

S=1:2,500

　認定

番 号 路　線　名

１ 糸引１９９号線
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東山

県

道

北

原

八

家

線

白浜町

白浜町寺家二丁目

１

S=1:2,500

《参考》市道路線認定位置図

　認定

番 号 路　線　名

１ 糸引２００号線

市立糸引小学校

白浜町宇佐崎北三丁目

市立糸引幼稚園
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継

県
道
北
原
八
家
線

八
家
川

東山

　認定

番 号 路　線　名

１ 糸引２０１号線

S=1:2,500

《参考》市道路線認定位置図

１

四郷町明田
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１

飾磨区中島二丁目

飾磨区中島三丁目

国
道

２

５

０

号

　認定

番 号 路　線　名

１ 飾磨５７５号線

《参考》市道路線認定位置図

S=1:2,500

飾磨区中島
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１

２

県

道

広

畑

青

山

線

広畑区西蒲田

夢
前
川

広畑区西夢前台４丁目

《参考》市道路線認定位置図

S=1:2,500

　認定

番 号

１

路　線　名

八幡３９９号線

八幡４００号線２
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　認定

番 号 路　線　名

１ 広畑３１４号線

《参考》市道路線認定位置図

S=1:2,500

１

汐

入

川

山

陽

天

満

駅

山

陽

電

鉄

網

干

線

広畑区吾妻町三丁目

大津区天神町二丁目

大津区天神町一丁目

大津区天満

広畑区高浜町四丁目

広畑区高浜町三丁目
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１

大津区天満

大津区大津町三丁目

県立姫路南高等学校

　認定

番 号 路　線　名

１ 大津４１０号線

《参考》市道路線認定廃止位置図

S=1:2,500

　廃止

番 号

１

路　線　名

大津４１０号線

１

県立姫路海稜高等学校
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１

網干区興浜

揖
保
川

　認定

番 号 路　線　名

１ 網干３７４号線

《参考》市道路線認定位置図

S=1:2,500
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勝原区宮田

県道和久今宿線

勝原区勝原町

勝原区山戸

県
道
大
江
島
太
子
線

大
津
茂
川

西
汐
入
川

JR山陽本線

　認定

番 号 路　線　名

１ 勝原３５２号線

《参考》市道路線認定廃止位置図

S=1:2,500

　廃止

番 号

１

路　線　名

勝原３５２号線

１

１
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１

主
要
地
方
道
太
子
御
津
線

網干区坂上

網干区宮内

網干区坂出

市立朝日中学校

市立旭陽小学校

市立旭陽幼稚園

　認定

番 号 路　線　名

１ 旭陽２５９号線

《参考》市道路線認定位置図

S=1:2,500
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１

網干区福井

　認定

番 号 路　線　名

１ 旭陽２６０号線

《参考》市道路線認定位置図

S=1:2,500

網干区津市場
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　認定

番 号 路　線　名

１ 船津　９４号線

《参考》市道路線認定位置図

S=1:2,500

国
道
３
１
２
号
（
播
但
連
絡
道
路
）

船津町

船津町

船津町

１
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１

花田町小川

飾東町庄

飾東町佐良和

　認定

番 号 路　線　名

１ 花田１９８号線

《参考》市道路線認定位置図

S=1:2,500
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２

１

３

四郷町東阿保

四郷町東阿保

県
道
妻
鹿
花
田
線
（
５
１
７
号
）

市川

路　線　名

　認定

番 号

四郷１３７号線１

四郷１３８号線２

３ 四郷１３９号線

《参考》市道路線認定位置図

S=1:2,500

県
道
白
浜
姫
路
停
車
場
線
（
４
０
２
号
）
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別所町小林

別所町北宿

国

道

２

号

J

R

山

陽

本

線

１

　認定

番 号 路　線　名

１ 別所２１７号線

《参考》市道路線認定位置図

S=1:2,500
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　認定

番 号 路　線　名

１ 大塩１３５号線

《参考》市道路線認定位置図

S=1:2,500

１

山
陽
電
鉄
本
線

大

塩

駅

国
道
２
５
０
号

大塩町

大塩町

大塩町
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《参考》市道路線廃止位置図

S=1:7,500

１

　廃止

１

番 号 路　線　名

幹第　６０号線

県道和久今宿線

県
道
大
江
島
太
子
線

大

津

茂

川

J
R
山
陽
本
線

J
R網

干
駅

市立大津茂小学校

市立勝原幼稚園

市立勝原小学校

主

要

地
方

道
太

子

御
津

線

勝原区宮田網干区坂出

網干区高田

勝原区朝日谷

網干区和久

勝原区宮田

西

汐

入

川

市立朝日中学校
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J
R
山
陽
本
線

J
R網

干
駅

網干区和久

県
道
東
觜
崎
網
干
停
車
場
線

主

要

地

方

道

太

子

御

津

線

網干区高田

２

１

県道網干停車場新舞子線

網干区高田

網干区高田

《参考》市道路線廃止位置図

S=1:2,500

　廃止

路　線　名

旭陽　７７号線

旭陽１７０号線２

１

番 号

太子町

－79－



議  案  第１３２号 

令和 ７年 ９月 ３日 

 

姫路市長  清 元 秀 泰 

 

令和６年度姫路市水道事業会計剰余金の処分について 

 

下記のとおり令和６年度姫路市水道事業会計未処分利益剰余金１，８２５，７９５

，１２３円のうち、９３１，７７８，６４６円を建設改良積立金に積み立て、８９４

，０１６，４７７円を資本金に組み入れる。 

地方公営企業法第３２条第２項の規定により提出する。 

記 

令和６年度姫路市水道事業剰余金処分計算書 

（単位 円） 

 資  本  金 資 本 剰 余 金 未処分利益剰余金 

当年度末残高 43,696,356,434 174,555,221 1,825,795,123 

議会の議決による処分額 894,016,477  △1,825,795,123 

 減債積立金の積立    

 建設改良積立金の積立   △931,778,646 

 資本金への組入 894,016,477  △894,016,477 

 利益剰余金への組入    

処分後残高 44,590,372,911 174,555,221 
(繰越利益剰余金) 

0 
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議  案  第１３３号 

令和 ７年 ９月 ３日 

 

姫路市長  清 元 秀 泰 

 

令和６年度姫路市下水道事業会計剰余金の処分について 

 

下記のとおり令和６年度姫路市下水道事業会計未処分利益剰余金２２０，１１０，

２７５円のうち、３０，０００，０００円を資本金に組み入れる。 

地方公営企業法第３２条第２項の規定により提出する。 

記 

令和６年度姫路市下水道事業剰余金処分計算書 

（単位 円） 

 資  本  金 資 本 剰 余 金 未処分利益剰余金 

当年度末残高 82,235,929,759 8,578,725,575 220,110,275 

議会の議決による処分額 30,000,000  △30,000,000 

 減債積立金の積立    

 建設改良積立金の積立    

 資本金への組入 30,000,000  △30,000,000 

処分後残高 82,265,929,759 8,578,725,575 

（繰越利益剰余金） 

190,110,275 
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